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⑮ 研究開発法人、大学等の研究者等についての無期転換ルールの適用に当たっては、「研究開発システムの改

革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推 進等に関する法律及び大学の教員等

の任期に関する法律の一部を改正する法律」(平成 ２５年法律第９９号)により、法第１８条について、無期

転換申込権が発生する通算契約期間を１０年とする特例が設けられています（平成２６年４月１日施行）。 

当該特例の詳細については、平成２５年１２月１３日付け基発１２１３第４号「研究開発システムの改革の推進

等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律及び大学の教員等の任期に

関する法律の一部を改正する法律の施行について」が発出されています。 
 

⑯ 福島国際研究教育機構の研究者等についての無期転換ルールの適用に当たっては、 

「福島復興再生特別措置法の一部を改正する法律」（令和４年法律第５４号）により、法第１８条について、無

期転換申込権が発生する通算契約期間を１０年とする特例が設けられています（令和４年６月１７日施行）。 

当該特例の詳細については、令和４年６月１７日付け基法発０６１７第１号「福島復興再生特別措置法の一部

を改正する法律の施行について」が発出されています。 
 

⑰ 専門的知識等を有する有期雇用労働者及び定年後引き続いて雇用される有期雇用労 働者についての無期

転換ルールの適用に当たっては、「専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法」(平成２

６年法律第１３７号)により、法第１８条に関する特例が設けられています（一部を除き平成２７年４月１日施

行）。 

当該特例の詳細については、平成２７年３月１８日付け基発０３１８第１号「専門的知識等を有する有期雇用

労働者等に関する特別措置法の施行について」が発出されています。 


